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裁判員裁判の実施状況について（制度施行～平成２４年３月末）   

表１ 新受人員 

表１－１ 罪名別の新受人員 

総数 5,133    

強盗致傷 1,253    

殺人 1,073    

現住建造物等放火 480       

覚せい剤取締法違反 438       

傷害致死 417       

（準）強姦致死傷 361       

（準）強制わいせつ致死傷 292       

強盗強姦 251       

強盗致死（強盗殺人） 145       

偽造通貨行使 130       

通貨偽造 55        

危険運転致死 52        

逮捕監禁致死 43        

集団（準）強姦致死傷 34        

保護責任者遺棄致死 30        

銃砲刀剣類所持等取締法違反 22        

爆発物取締罰則違反 11        

組織的犯罪処罰法違反 11        

麻薬特例法違反 11        

麻薬及び向精神薬取締法違反 6          

身代金拐取 3          

その他 15        

（注）１　刑事月報による延べ人員である。

　　　２　受理後の罰条の変更等により，裁判員裁判対象事件になったものを含まず，

　　　　同事件に該当しなくなったものは含む。

　　　３　１通の起訴状で複数の罪名の異なる裁判員裁判対象事件が起訴された場合

　　　　は，法定刑の最も重い罪名に計上した。

　　　４　未遂処罰規定のある罪名については，未遂のものを含む。

　　　５　「組織的犯罪処罰法」は，「組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に

　　　　関する法律」の略である。

　　　６　「麻薬特例法」は，「国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行為を助長

　　　　する行為等の防止を図るための麻薬及び向精神薬取締法等の特例等に関する

　　　　法律」の略である。
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裁判員裁判の実施状況について（制度施行～平成２４年３月末）   

表１－２ 庁別の新受人員 

 総数 5,133    

東京地裁本庁 451       広島地裁本庁 102       

東京地裁立川支部 188       山口地裁本庁 32        

横浜地裁本庁 247       岡山地裁本庁 93        

横浜地裁小田原支部 43        鳥取地裁本庁 13        

さいたま地裁本庁 250       松江地裁本庁 9          

千葉地裁本庁 551       福岡地裁本庁 175       

水戸地裁本庁 111       福岡地裁小倉支部 49        

宇都宮地裁本庁 76        佐賀地裁本庁 25        

前橋地裁本庁 83        長崎地裁本庁 31        

静岡地裁本庁 27        大分地裁本庁 37        

静岡地裁沼津支部 59        熊本地裁本庁 53        

静岡地裁浜松支部 28        鹿児島地裁本庁 66        

甲府地裁本庁 40        宮崎地裁本庁 34        

長野地裁本庁 42        那覇地裁本庁 51        

長野地裁松本支部 25        仙台地裁本庁 77        

新潟地裁本庁 54        福島地裁本庁 25        

大阪地裁本庁 436       福島地裁郡山支部 51        

大阪地裁堺支部 164       山形地裁本庁 28        

京都地裁本庁 93        盛岡地裁本庁 18        

神戸地裁本庁 145       秋田地裁本庁 13        

神戸地裁姫路支部 41        青森地裁本庁 50        

奈良地裁本庁 37        札幌地裁本庁 101       

大津地裁本庁 60        函館地裁本庁 21        

和歌山地裁本庁 40        旭川地裁本庁 20        

名古屋地裁本庁 251       釧路地裁本庁 22        

名古屋地裁岡崎支部 72        高松地裁本庁 55        

津地裁本庁 45        徳島地裁本庁 23        

岐阜地裁本庁 71        高知地裁本庁 27        

福井地裁本庁 20        松山地裁本庁 30        

金沢地裁本庁 29        その他 3          

富山地裁本庁 20        

（注）１　刑事月報による延べ人員である。

　　　２　「その他」は，裁判員裁判に関する事務を取り扱う支部以外の支部に起訴された人員である。
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裁判員裁判の実施状況について（制度施行～平成２４年３月末）   

表２ 終局人員 

表２－１ 罪名別の終局人員 

 
罪名 終局人員 有罪

有罪・

一部無罪
無罪

家裁へ

移送
その他

総数 3,685      3,575      9            17          3            81          

強盗致傷 862         837         -            1            3            21          

殺人 834         814         2            4            -            14          

覚せい剤取締法違反 336         319         1            7            -            9            

現住建造物等放火 335         326         3            -            -            6            

傷害致死 315         308         -            2            -            5            

（準）強姦致死傷 216         205         -            -            -            11          

（準）強制わいせつ致死傷 186         184         1            -            -            1            

強盗強姦 114         104         -            -            -            10          

強盗致死（強盗殺人） 108         106         -            1            -            1            

麻薬特例法違反 81          81          -            -            -            -            

偽造通貨行使 72          72          -            -            -            -            

逮捕監禁致死 46          46          -            -            -            -            

危険運転致死 41          41          -            -            -            -            

保護責任者遺棄致死 23          22          -            1            -            -            

集団（準）強姦致死傷 20          20          -            -            -            -            

傷害 15          15          -            -            -            -            

銃砲刀剣類所持等取締法違反 15          15          -            -            -            -            

強盗 12          12          -            -            -            -            

通貨偽造 11          10          -            -            -            1            

（準）強姦 6            6            -            -            -            -            

爆発物取締罰則違反 6            5            -            -            -            1            

組織的犯罪処罰法違反 5            4            -            1            -            -            

麻薬及び向精神薬取締法違反 5            5            -            -            -            -            

窃盗 4            3            1            -            -            -            

自殺関与及び同意殺人 3            3            -            -            -            -            

拐取者身の代金取得等 3            3            -            -            -            -            

非現住建造物等放火 2            2            -            -            -            -            

集団（準）強姦 2            2            -            -            -            -            

建造物等以外放火 1            1            -            -            -            -            

激発物破裂 1            1            -            -            -            -            

ガス漏出等致死 1            1            -            -            -            -            

（準）強制わいせつ 1            1            -            -            -            -            

暴行 1            1            -            -            -            -            

海賊行為処罰法違反 1            -            -            -            -            1            

道路交通法違反 1            -            1            -            -            -            

（注）１　刑事通常第一審事件票による実人員である。

　　　２　「その他」は，公訴棄却，移送（少年法５５条による家裁移送を除く。）等である。

　　　３　未遂処罰規定のある罪名については，未遂のものを含む。

 　　 ４　有罪（一部無罪を含む。）の場合は処断罪名を，無罪，その他の場合は終局時において当該事件について掲げ

　　　　られている訴因の罪名のうち，裁判員裁判対象事件の罪名（裁判員裁判対象事件が複数あるときは，法定刑が最

　　　　も重いもの）を，それぞれ計上した。

　　　５　起訴罪名と認定罪名が異なる場合や罰条の変更等の場合などにおいては，裁判員裁判対象事件の罪名と異なる

　　　　罪名で計上されることがある。　　

　　　６　「麻薬特例法」は，「国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行為を助長する行為等の防止を図るための麻薬

　　　　及び向精神薬取締法等の特例等に関する法律」の略である。

　　　７　「組織的犯罪処罰法」は，「組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律」の略である。

　　　８　「海賊行為処罰法」は，「海賊行為の処罰及び海賊行為への対処に関する法律」の略である。

　　　９　裁判員法３条１項の除外決定があったものを除く。
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裁判員裁判の実施状況について（制度施行～平成２４年３月末）   

表２－２ 庁別の終局人員 

 
庁名

終局

人員
有罪

有罪・

一部

無罪

無罪
家裁へ

移送
その他 庁名

終局

人員
有罪

有罪・

一部

無罪

無罪
家裁へ

移送
その他

総数 3,685 3,575 9        17      3        81      広島地裁本庁 72      72      -        -        -        -        

東京地裁本庁 323    314    1        4        1        3        山口地裁本庁 22      21      -        -        -        1        

東京地裁立川支部 109    100    1        -        -        8        岡山地裁本庁 55      55      -        -        -        -        

横浜地裁本庁 175    166    -        -        -        9        鳥取地裁本庁 9        9        -        -        -        -        

横浜地裁小田原支部 31      28      -        -        -        3        松江地裁本庁 8        8        -        -        -        -        

さいたま地裁本庁 167    167    -        -        -        -        福岡地裁本庁 146    141    1        -        2        2        

千葉地裁本庁 411    398    1        3        -        9        福岡地裁小倉支部 40      40      -        -        -        -        

水戸地裁本庁 82      82      -        -        -        -        佐賀地裁本庁 18      18      -        -        -        -        

宇都宮地裁本庁 60      59      -        -        -        1        長崎地裁本庁 26      24      1        -        -        1        

前橋地裁本庁 62      62      -        -        -        -        大分地裁本庁 32      31      -        -        -        1        

静岡地裁本庁 22      22      -        -        -        -        熊本地裁本庁 37      37      -        -        -        -        

静岡地裁沼津支部 34      32      -        -        -        2        鹿児島地裁本庁 54      53      -        1        -        -        

静岡地裁浜松支部 16      15      -        1        -        -        宮崎地裁本庁 21      21      -        -        -        -        

甲府地裁本庁 26      26      -        -        -        -        那覇地裁本庁 46      44      1        -        -        1        

長野地裁本庁 28      27      -        -        -        1        仙台地裁本庁 64      61      1        1        -        1        

長野地裁松本支部 20      19      -        -        -        1        福島地裁本庁 24      24      -        -        -        -        

新潟地裁本庁 37      36      -        1        -        -        福島地裁郡山支部 48      41      -        -        -        7        

大阪地裁本庁 282    278    1        2        -        1        山形地裁本庁 22      21      -        -        -        1        

大阪地裁堺支部 87      84      1        -        -        2        盛岡地裁本庁 12      11      -        -        -        1        

京都地裁本庁 70      67      -        -        -        3        秋田地裁本庁 11      11      -        -        -        -        

神戸地裁本庁 105    102    -        2        -        1        青森地裁本庁 36      36      -        -        -        -        

神戸地裁姫路支部 34      34      -        -        -        -        札幌地裁本庁 85      84      -        -        -        1        

奈良地裁本庁 26      24      -        2        -        -        函館地裁本庁 13      12      -        -        -        1        

大津地裁本庁 39      39      -        -        -        -        旭川地裁本庁 15      15      -        -        -        -        

和歌山地裁本庁 34      33      -        -        -        1        釧路地裁本庁 19      19      -        -        -        -        

名古屋地裁本庁 179    169    -        -        -        10      高松地裁本庁 38      37      -        -        -        1        

名古屋地裁岡崎支部 48      47      -        -        -        1        徳島地裁本庁 18      18      -        -        -        -        

津地裁本庁 34      34      -        -        -        -        高知地裁本庁 20      19      -        -        -        1        

岐阜地裁本庁 54      53      -        -        -        1        松山地裁本庁 25      24      -        -        -        1        

福井地裁本庁 13      13      -        -        -        -        その他 3        -        -        -        -        3        

金沢地裁本庁 23      23      -        -        -        -        

富山地裁本庁 15      15      -        -        -        -        

（注）１　刑事通常第一審事件票による実人員である。

　　　２　終局区分の「その他」は，公訴棄却，移送（少年法５５条による家裁移送を除く。）等である。

　　　３　庁名の「その他」は，裁判員裁判に関する事務を取り扱う支部以外の支部に起訴され，当該支部の管轄区域を取扱

　　　　区域とする本庁又は支部に回付された人員である。

　　　４　裁判員法３条１項の除外決定があったものを除く。
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裁判員裁判の実施状況について（制度施行～平成２４年３月末）   

表３ 選任手続の概況 

 

 

 

 

 

 

選定された裁判員候補者の総数（ａ） 314,647

選任手続期日に出席した裁判員候補者の数 110,196

辞退が認められた裁判員候補者の総数（ｂ） 179,238

辞退が認められた裁判員候補者の割合（％）（ｂ／ａ） 57.0

（注）　刑事通常第一審事件票による延べ人員である。

 

 

 

 

 

 

表４ 選定から選任手続期日出席までの裁判員候補者数の推移 
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注）１　刑事通常第一審事件票による延べ人員である。

　　２　「呼び出さない措置がされた裁判員候補者の数」及び「呼出取消しがされた裁判員候補者の数」には，

　　　辞退が認められた人のほか， (1)欠格事由，就職禁止事由に該当するとして，呼び出さない措置または

　　　呼出取消しがされたものが含まれ，さらに前者には， (2)転居先不明等により裁判員候補者名簿記載通

　　知が不到達であったものが含まれる。

　　３　「裁判員候補者の出席率」とは，選任手続期日に出席を求められた人（呼出状を送付した裁判員候補

　　　者のうち，呼出取消しがなされなかった人）のうち，現に選任手続期日に出席した人の割合をいう。

　　　　なお，「選任手続期日に出席を求められた人」には，そもそも呼出状が到達しておらず，現実的には

　　　出席を期待し得ない裁判員候補者も含まれることに留意を要する。

　　　４　［　］は，総数を判決人員（３，６０４人）で除した平均値である。なお，判決人員には少年法５５

　　　条による家裁移送決定があったものを含み，裁判員が参加する合議体で審理が行われずに公訴棄却判決

　　　　があったのものを含まない。
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裁判員裁判の実施状況について（制度施行～平成２４年３月末）   

表５ 辞退が認められた裁判員候補者数及びその辞退事由の内訳（選任手続期日の前と当日別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

辞退により

呼び出さない

措置がされた

裁判員候補者

辞退により

呼出取消しが

された裁判員

候補者

判決人員 3,604         

314,647      

179,238      85,259        80,080        13,899        

裁判員法16条1号～7号の辞退（70歳以上，学生等） 65,069        58,863        6,007         199            

疾病傷害 26,025        15,611        9,276         1,138         

介護養育 17,823        3,069         13,560        1,194         

事業における重要用務 43,548        4,312         32,847        6,389         

社会生活上の重要用務 3,421         329            2,392         700            

辞退政令1号（妊娠中又は産後8週以内） 2,454         765            1,618         71             

辞退政令2号（法16条8号ロ以外の介護養育） 1,920         227            1,475         218            

辞退政令3号（親族等の同居人の入院等の付添い） 1,319         89             983            247            

辞退政令4号（出産等への立会い等） 242            29             197            16             

辞退政令5号（遠隔地) 3,945         504            3,384         57             

辞退政令6号(その他精神上又は経済上の不利益) 13,472        1,461         8,341         3,670         

（注）１　刑事通常第一審事件票による延べ人員である（ただし，判決人員は実人員である。）。

　　　２　判決人員には少年法５５条による家裁移送決定があったものを含み，裁判員が参加する合議体で審理が

　　　　行われずに公訴棄却判決があったものを含まない。

　　　３　「裁判員法16条1号～7号の辞退（70歳以上，学生等）」のうち，制度施行から平成22年までの人数には，

　　　　(1)欠格事由，就職禁止事由に該当するとして，呼び出さない措置がされたもの，(2)転居先不明等により

　　　　裁判員候補者名簿記載通知が不到達であったものが含まれる。

辞退が認められた裁判員候補者の総数

選任手続期日前

選任手続

期日当日
総数

選定された裁判員候補者の総数

 

 

表６ 選任手続期日において不選任決定がされた裁判員候補者数及びその内訳 

 総数

判決人員 3,604         

80,837       

理由あり不選任(法34条4項) 307           

辞退による不選任(法34条7項) 13,899       

理由なし不選任(法36条) 13,722       

くじ等による不選任（法37条3項） 52,899       

質問なし不選任（規35条2項，3項） 10             

（注）１　刑事通常第一審事件票による延べ人員である（ただし，判決人員は実人員である。）。

　　　２　判決人員には少年法５５条による家裁移送決定があったものを含み，裁判員が参加する合議体

　　　　で審理が行われずに公訴棄却判決があったものを含まない。

　　　３　「質問なし不選任」とは，(1)あらかじめくじで裁判員等に選任されるべき順序を定めた上で，

　　　　その順序に従って質問手続を行い，必要な裁判員候補者数に満ちたときに質問を打ち切る，い

　　　　わゆる抹消方式及び(2)選任手続期日のはじめに質問を受けるべき裁判員候補者を決めるための

　　　　くじを行う方式により，質問を受けることなく法３７条３項の不選任決定がされたものをいう。

不選任決定がされた裁判員候補者の総数
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裁判員裁判の実施状況について（制度施行～平成２４年３月末）   

表７ 選任された裁判員及び補充裁判員の総数 

 

 

 

 

 

 

 

終局件数 3,409        

選任された裁判員の数 20,817       

選任された補充裁判員の数 7,257        

（注）１　終局件数は，刑事局への個別報告の件数である。

　　　２　終局件数には少年法５５条による家裁移送決定があったものを含み，裁判員が参加する

　　　　合議体で審理が行われずに公訴棄却判決があったものを含まない。

　　　３　裁判員及び補充裁判員の数は，刑事局への個別報告による実人員である。

　　　４　補充裁判員から裁判員に選任された場合は，重複して計上した。

 

 

 

表８ 職務従事日数別の終局件数の分布及び平均職務従事日数（自白否認別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２日 ３日 ４日 ５日
１０日

以内

１０日を

超える

総数 3,409    38        897      1,166    573      654      81        4.7 日 

自白 2,036    37        807      830      236      119      7         3.9 日 

否認 1,373    1         90        336      337      535      74        6.0 日 

（注）１　刑事局への個別報告による件数建てである。

　　　２　終局件数には少年法５５条による家裁移送決定があったものを含み，裁判員が参加する合議体

　　　　で審理が行われずに公訴棄却判決があったものを含まない。

　　　３　裁判員が，選任手続，公判，評議及び判決宣告等のために裁判所に出席した日数の合計であり，

　　　　審理等が行われなかった日や土日祝日を含まない。

平均職務

従事日数

終局

件数

職 務 従 事 日 数

 

 

 

 

表９ 公判前整理手続期間（公判前整理手続に付された日から同手続終了日まで）別の 

判決人員の分布及び平均公判前整理手続期間（自白否認別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１月

以内

２月

以内

３月

以内

４月

以内

５月

以内

６月

以内

７月

以内

８月

以内

９月

以内

１年

以内

１年を

超える

総数 3,586  6       179    495    635    562    418    322    263    175    311    220    5.7 月 

自白 2,169  6       156    429    478    393    266    179    102    49      74      37      4.8 月 

否認 1,417  -       23      66      157    169    152    143    161    126    237    183    7.1 月 

（注）１　刑事通常第一審事件票による実人員である。

　　　２　裁判員裁判対象事件以外の事件について，公判前整理手続に付されずに公判を開いた後，罰条の変更等に

　　　　より裁判員裁判対象事件になり，期日間整理手続に付されたもの等があるため，判決人員は他の表と異なる。

　　　３　判決人員には少年法５５条による家裁移送決定があったものを含み，裁判員が参加する合議体で審理が行

　　　　われずに公訴棄却判決があったものを含まない。

　　　４　裁判員法３条１項の除外決定があったものを除く。

判決

人員

平均公判

前整理手

続期間

公 判 前 整 理 手 続 期 間
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裁判員裁判の実施状況について（制度施行～平成２４年３月末）   

表１０ 開廷回数別の判決人員の分布及び平均開廷回数（自白否認別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１回 ２回 ３回 ４回 ５回
６回

以上

総数 3,604  -       94      1,541  1,145  427    397    4.0 回 

自白 2,185  -       89      1,263  622    141    70      3.5 回 

否認 1,419  -       5       278    523    286    327    4.8 回 

（注）１　刑事通常第一審事件票による実人員である。

　　　２　裁判員裁判対象事件以外の事件について公判を開いた後，裁判員裁判

　　　　対象事件が併合されたものを含む。

　　　３　判決人員には少年法５５条による家裁移送決定があったものを含み，

　　　　裁判員が参加する合議体で審理が行われずに公訴棄却判決があったもの

　　　　を含まない。

　　　４　裁判員法３条１項の除外決定があったものを除く。

平均開廷

回数

判決

人員

開 廷 回 数

 

 

表１１ 審理期間 

表１１－１ 審理期間（受理から終局まで）別の判決人員の分布及び平均審理期間（自白否認別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３月

以内

４月

以内

５月

以内

６月

以内

９月

以内

１年

以内

１年を

超える

総数 3,604  20      220    479    604    1,278  556    447    

自白 2,185  20      198    395    450    794    224    104    

否認 1,419  -       22      84      154    484    332    343    

（注）１　刑事通常第一審事件票による実人員である。

　　　２　判決人員には少年法５５条による家裁移送決定があったものを含み，裁判員が参加

　　　　する合議体で審理が行われずに公訴棄却判決があったものを含まない。

　　　３　裁判員法３条１項の除外決定があったものを除く。

8.5 月 

7.2 月 

10.5 月 

平均審理

期間

判決

人員

審 理 期 間

 

 

 

表１１－２ 実審理期間（第１回公判から終局まで）別の判決人員の分布（自白否認別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２日 ３日 ４日 ５日
１０日

以内

２０日

以内

１月

以内

６月

以内

総数 3,604  62      1,038  875    384    879    222    36      43      

自白 2,185  60      927    609    186    323    24      4       15      

否認 1,419  2       111    266    198    556    198    32      28      

（注）１　刑事通常第一審事件票による実人員である。

　　　２　実審理期間が１月を超える枠内の１０８人には，区分審理を行ったもの及び裁判員裁判

　　　　対象事件以外の事件について第１回公判を開いた後，裁判員の参加する合議体で審理さ

　　　　れて終局したものなどが含まれる。

　　　３　判決人員には少年法５５条による家裁移送決定があったものを含み，裁判員が参加す

　　　　る合議体で審理が行われずに公訴棄却判決があったものを含まない。

　　　４　裁判員法３条１項の除外決定があったものを除く。

28      

６月を

超える

65      

37      

判決

人員

実 審 理 期 間
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裁判員裁判の実施状況について（制度施行～平成２４年３月末）   

表１２ 評議時間別の判決人員の分布及び平均評議時間（自白否認別） 

 

 

 

 

 

 

 

240分

以内

360分

以内

480分

以内

600分

以内

720分

以内

840分

以内

840分を

超える

総数 3,604     208       722       971       679       421       219       384       540.8 分 

自白 2,185     185       569       710       400       179       70        72        450.3 分 

否認 1,419     23        153       261       279       242       149       312       680.1 分 

（注）１　刑事通常第一審事件票による実人員である。

　　　２　評議時間には，中間評議に要した時間を含まない。

　　　３　判決人員には少年法５５条による家裁移送決定があったものを含み，裁判員が参加する合議体で

　　　　審理が行われずに公訴棄却判決があったものを含まない。

　　　４　裁判員法３条１項の除外決定があったものを除く。

判決

人員

評 議 時 間
平均評議

時間
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裁判員裁判の実施状況について（制度施行～平成２４年３月末）   

 - 10 -

表１３ 罪名別・量刑分布別（終局区分別を含む）の終局人員及び控訴人員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

う

ち

保

護

観

察

総数 3,685 3,584 13  75  39  56  160 372 703 729 638 222 575 317 2    17  3    81  1,241 34   

強盗致傷 862    837    -    -    -    2    11   52   180 236 212 34   110 77   -    1    3    21  281    33.5   

殺人 834    816    5    25  12  22  99   136 93   118 98   51   157 66   -    4    -    14  276    33.7   

覚せい剤取締法違反 336    320    -    -    -    -    10   44   173 76   9     6     2     2     -    7    -    9    164    50.2   

現住建造物等放火 335    329    -    -    1    -    2     8     18   43   91   44   122 80   -    -    -    6    67      20.4   

傷害致死 315    308    -    -    -    4    -     29   74   83   64   22   32   8     -    2    -    5    112    36.1   

（準）強姦致死傷 216    205    -    -    4    6    10   21   54   62   36   5     7     5     -    -    -    11  81      39.5   

（準）強制わいせつ致死傷 186    185    -    -    -    -    -     4     11   22   49   29   70   49   -    -    -    1    35      18.9   

強盗強姦 114    104    -    2    11  7    12   34   30   7     1     -     -     -     -    -    -    10  45      43.3   

強盗致死（強盗殺人） 108    106    8    47  10  12  9     10   8     2     -     -     -     -     -    1    -    1    69      64.5   

麻薬特例法違反 81      81      -    -    -    -    1     13   23   30   13   1     -     -     -    -    -    -    29      35.8   

偽造通貨行使 72      72      -    -    -    -    -     -     1     1     20   7     43   13   -    -    -    -    8        11.1   

逮捕監禁致死 46      46      -    -    -    -    -     3     10   8     11   4     10   2     -    -    -    -    16      34.8   

危険運転致死 41      41      -    -    -    1    -     4     10   16   5     5     -     -     -    -    -    -    17      41.5   

保護責任者遺棄致死 23      22      -    -    -    -    -     1     4     3     6     4     4     3     -    1    -    -    9        39.1   

集団（準）強姦致死傷 20      20      -    1    -    2    2     2     6     3     -     1     3     3     -    -    -    -    9        45.0   

傷害 15      15      -    -    -    -    -     -     1     -     5     2     7     3     -    -    -    -    3        20.0   

銃砲刀剣類所持等取締法違反 15      15      -    -    -    -    -     3     2     6     4     -     -     -     -    -    -    -    4        26.7   

強盗 12      12      -    -    -    -    1     1     1     4     5     -     -     -     -    -    -    -    1        8.3     

通貨偽造 11      10      -    -    -    -    -     -     -     -     4     3     3     2     -    -    -    1    2        20.0   

（準）強姦 6        6        -    -    -    -    -     1     1     2     2     -     -     -     -    -    -    -    2        33.3   

爆発物取締罰則違反 6        5        -    -    1    -    1     1     -     2     -     -     -     -     -    -    -    1    3        60.0   

組織的犯罪処罰法違反 5        4        -    -    -    -    2     -     -     1     1     -     -     -     -    1    -    -    2        40.0   

麻薬及び向精神薬取締法違反 5        5        -    -    -    -    -     3     1     -     -     1     -     -     -    -    -    -    3        60.0   

窃盗 4        4        -    -    -    -    -     -     -     -     1     1     2     2     -    -    -    -    1        25.0   

自殺関与及び同意殺人 3        3        -    -    -    -    -     -     -     -     -     2     1     -     -    -    -    -    -        -      

拐取者身の代金取得等 3        3        -    -    -    -    -     -     1     2     -     -     -     -     -    -    -    -    -        -      

非現住建造物等放火 2        2        -    -    -    -    -     2     -     -     -     -     -     -     -    -    -    -    -        -      

集団（準）強姦 2        2        -    -    -    -    -     -     -     1     1     -     -     -     -    -    -    -    2        100.0 

建造物等以外放火 1        1        -    -    -    -    -     -     -     -     -     -     1     1     -    -    -    -    -        -      

激発物破裂 1        1        -    -    -    -    -     -     -     1     -     -     -     -     -    -    -    -    -        -      

ガス漏出等致死 1        1        -    -    -    -    -     -     1     -     -     -     -     -     -    -    -    -    -        -      

（準）強制わいせつ 1        1        -    -    -    -    -     -     -     -     -     -     1     1     -    -    -    -    -        -      

暴行 1        1        -    -    -    -    -     -     -     -     -     -     -     -     1    -    -    -    -        -      

海賊行為処罰法違反 1        -        -    -    -    -    -     -     -     -     -     -     -     -     -    -    -    1    -        -      

道路交通法違反 1        1        -    -    -    -    -     -     -     -     -     -     -     -     1    -    -    -    -        -      

（注）１　刑事通常第一審事件票による実人員である。

　　　２　「その他」は，公訴棄却，移送（少年法５５条による家裁移送を除く。）等である。

　　　３　未遂処罰規定のある罪名については，未遂のものを含む。

 　　 ４　有罪（一部無罪を含む。）の場合は処断罪名を，無罪，その他の場合は終局時において当該事件について掲げられて

　　　　いる訴因の罪名のうち，裁判員裁判対象事件の罪名（裁判員裁判対象事件が複数あるときは，法定刑が最も重いもの）

　　　　を，それぞれ計上した。

　　　５　起訴罪名と認定罪名が異なる場合や罰条の変更等の場合などにおいては，裁判員裁判対象事件の罪名と異なる罪名で

　　　　計上されることがある。

　　　６　禁錮刑の終局人員はない。

　　　７　「麻薬特例法」は，「国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行為を助長する行為等の防止を図るための麻薬及び向

　　　　精神薬取締法等の特例等に関する法律」の略である。

　　　８　「組織的犯罪処罰法」は，「組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律」の略である。

　　　９　「海賊行為処罰法」は，「海賊行為の処罰及び海賊行為への対処に関する法律」の略である。

　　　10　裁判員法３条１項の除外決定があったものを除く。
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（資料２）

罪名別の終局結果（裁判員裁判，裁判官裁判別）

 終局
人員

有罪
 有罪・
一部
無罪

その他
 終局
人員

有罪
 有罪・
一部
無罪

その他

総数 3,685   3,575   9         17  (0.5) 3  (0.08) 81       7,522   7,224   19       44  (0.6) 5  (0.07) 230     

強盗致傷 862      837      -         1    (0.1) 3  (0.36) 21       1,935   1,823   1         4    (0.2) 2  (0.11) 105     

殺人 834      814      2         4    (0.5) -  14       1,822   1,774   4         15  (0.8) -  29       

覚せい剤取締法違反 336      319      1         7    (2.1) -  9         178      173      2         1    (0.6) -  2         

現住建造物等放火 335      326      3         -    -  6         758      731      2         9    (1.2) -  16       

傷害致死 315      308      -         2    (0.6) -  5         585      571      3         4    (0.7) 2  (0.34) 5         

（準）強姦致死傷 216      205      -         -    -  11       582      554      4         5    (0.9) -  19       

（準）強制わいせつ致死傷 186      184      1         -    -  1         387      376      -         2    (0.5) -  9         

強盗強姦 114      104      -         -    -  10       221      200      1         -    -  20       

強盗致死（強盗殺人） 108      106      -         1    (0.9) -  1         262      251      1         1    (0.4) 1  (0.39) 8         

麻薬特例法違反 81       81       -         -    -  -         281      280      -         -    -  1         

偽造通貨行使 72       72       -         -    -  -         117      111      -         1    (0.9) -  5         

逮捕監禁致死 46       46       -         -    -  -         31       31       -         -    -  -         

危険運転致死 41       41       -         -    -  -         130      126      1         1    (0.8) -  2         

保護責任者遺棄致死 23       22       -         1    (4.3) -  -         31       30       -         -    -  1         

集団（準）強姦致死傷 20       20       -         -    -  -         51       51       -         -    -  -         

傷害 15       15       -         -    -  -         -         -         -         -    -  -         

銃砲刀剣類所持等取締法違反 15       15       -         -    -  -         71       65       -         -    -  6         

強盗 12       12       -         -    -  -         -         -         -         -    -  -         

通貨偽造 11       10       -         -    -  1         38       36       -         -    -  2         

（準）強姦 6         6         -         -    -  -         -         -         -         -    -  -         

爆発物取締罰則違反 6         5         -         -    -  1         8         8         -         -    -  -         

組織的犯罪処罰法違反 5         4         -         1    (20.0) -  -         8         8         -         -    -  -         

麻薬及び向精神薬取締法違反 5         5         -         -    -  -         5         5         -         -    -  -         

窃盗 4         3         1         -    -  -         -         -         -         -    -  -         

自殺関与及び同意殺人 3         3         -         -    -  -         -         -         -         -    -  -         

拐取者身の代金取得等 3         3         -         -    -  -         9         9         -         -    -  -         

非現住建造物等放火 2         2         -         -    -  -         -         -         -         -    -  -         

集団（準）強姦 2         2         -         -    -  -         -         -         -         -    -  -         

建造物等以外放火 1         1         -         -    -  -         -         -         -         -    -  -         

激発物破裂 1         1         -         -    -  -         2         2         -         -    -  -         

ガス漏出等致死 1         1         -         -    -  -         -         -         -         -    -  -         

（準）強制わいせつ 1         1         -         -    -  -         -         -         -         -    -  -         

暴行 1         1         -         -    -  -         -         -         -         -    -  -         

海賊行為処罰法違反 1         -         -         -    -  1         -         -         -         -    -  -         

道路交通法違反 1         -         1         -    -  -         -         -         -         -    -  -         

身の代金拐取 6         6         -         -    -  -         

特別公務員暴行陵虐致死傷 3         2         -         1    (33.3) -  -         

 航空機の強取等の処罰に関す
 る法律

1         1         -         -    -  -         

（注）１　刑事通常第一審事件票による実人員である。

　　　２  裁判官裁判とは，裁判官のみの合議体により審理され終局した事件のうち，処断罪名が裁判員裁判対象事件（裁判員法２条１項各号）のものである。

　　　３　「その他」は，公訴棄却，移送（少年法５５条による家裁移送を除く。）等である。

　　　４　未遂処罰規定のある罪名については，未遂のものを含む。

 　　 ５　有罪（一部無罪を含む。）の場合は処断罪名を，無罪，その他の場合は終局時において当該事件について掲げられている訴因の罪名のうち，裁判員裁

　　　　判対象事件の罪名（裁判員裁判対象事件が複数あるときは，法定刑が最も重いもの）を，それぞれ計上した。

　　　６　裁判員裁判において，起訴罪名と認定罪名が異なる場合や罰条の変更等の場合などにおいては，裁判員裁判対象事件の罪名と異なる罪名で計上される

　　　　ことがある。

　　　７　「麻薬特例法」は，「国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行為を助長する行為等の防止を図るための麻薬及び向精神薬取締法等の特例等に関する

　　　　法律」の略である。

　　　８　「組織的犯罪処罰法」は，「組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律」の略である。

　　　９　「海賊行為処罰法」は，「海賊行為の処罰及び海賊行為への対処に関する法律」の略である。

　　　10　裁判員裁判には，裁判員法３条１項の除外決定があったものを含まない。

　　

特別資料１（罪名別終局結果）

 裁判員裁判（制度施行～平成２４年３月）  裁判官裁判（平成１８年～平成２０年）

無罪無罪
 家裁へ

移送
 家裁へ

移送



（資料３） 

 

特別資料２（量刑分布） 

 

     量刑分布表・グラフ（処断罪別） 

殺人既遂 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・別紙１ 

殺人未遂 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・別紙２ 

傷害致死 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・別紙３ 

強姦致傷 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・別紙４ 

強制わいせつ致傷 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・別紙５ 

強盗致傷 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・別紙６ 

現住建造物等放火 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・別紙７ 

覚せい剤取締法違反（営利目的輸入）・・・・・・・・・・・ 別紙８ 

 

 

（注） １ 表・グラフにおける各数値は，最高裁判所において把握したもの（平成２

０年４月１日から平成２４年３月３１日までの第一審判決宣告分）である。 

    ２ 裁判官裁判とは，裁判官のみの合議体により判決がされたものである。 

 

 



（別紙１）

裁判官裁判 裁判員裁判

執行猶予 25 39

実刑 7 24

5年以下 41 36

7年以下 48 47

9年以下 47 28

11年以下 72 44

13年以下 73 56

15年以下 64 39

17年以下 32 49

19年以下 27 30

21年以下 22 16

23年以下 12 11

25年以下 9 10

27年以下 7 1

29年以下 2 1

30年以下 10 9

無期 34 25

死刑 7 5

539 470合計
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（別紙２）

裁判官裁判 裁判員裁判

執行猶予 104 112

実刑 24 26

5年以下 87 61

7年以下 64 71

9年以下 24 30

11年以下 20 12

13年以下 8 7

15年以下 7 8

17年以下 3 3

19年以下 0 0

21年以下 1 1

23年以下 0 0

25年以下 0 0

27年以下 0 1

29年以下 0 0

30年以下 0 1

無期 0 0

死刑 0 0

342 333
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（別紙３）

裁判官裁判 裁判員裁判

執行猶予 29 32

実刑 24 22

5年以下 119 64

7年以下 73 82

9年以下 30 57

11年以下 18 25

13年以下 8 14

15年以下 2 8

17年以下 1 0

19年以下 0 0

21年以下 0 0

23年以下 0 3

25年以下 0 1

27年以下 0 0

29年以下 0 0

30年以下 0 0

無期 0 0

死刑 0 0

304 308
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（別紙４）

裁判官裁判 裁判員裁判

執行猶予 12 7

実刑 9 5

5年以下 72 35

7年以下 41 60

9年以下 17 34

11年以下 13 18

13年以下 8 13

15年以下 7 6

17年以下 5 2

19年以下 6 5

21年以下 4 4

23年以下 2 3

25年以下 2 2

27年以下 0 3

29年以下 1 1

30年以下 0 0

無期 2 0

死刑 0 0

201 198

判決
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（別紙５）

裁判官裁判 裁判員裁判

執行猶予 61 69

実刑 32 29

5年以下 25 46

7年以下 11 20

9年以下 5 10

11年以下 3 2

13年以下 2 0

15年以下 0 2

17年以下 0 0

19年以下 0 0

21年以下 0 0

23年以下 0 0

25年以下 0 0

27年以下 0 0

29年以下 0 0

30年以下 0 0

無期 0 0

死刑 0 0

139 178

判決
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（別紙６）

裁判官裁判 裁判員裁判

執行猶予 64 108

実刑 34 34

5年以下 283 203

7年以下 225 233

9年以下 95 150

11年以下 43 43

13年以下 17 26

15年以下 9 8

17年以下 7 6

19年以下 1 5

21年以下 7 0

23年以下 4 1

25年以下 1 2

27年以下 0 0

29年以下 1 0

30年以下 0 0

無期 2 0

死刑 0 0

793 819
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（別紙７）

裁判官裁判 裁判員裁判

執行猶予 62 89

実刑 23 33

5年以下 96 78

7年以下 32 40

9年以下 15 13

11年以下 9 7

13年以下 9 5

15年以下 3 0

17年以下 2 1

19年以下 0 1

21年以下 1 0

23年以下 0 0

25年以下 0 0

27年以下 0 0

29年以下 1 0

30年以下 1 1

無期 1 0

死刑 0 0

255 268

判決
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（別紙８）

裁判官裁判 裁判員裁判

執行猶予 1 2

実刑 2 6

5年以下 11 8

7年以下 43 72

9年以下 65 130

11年以下 36 50

13年以下 15 22

15年以下 4 8

17年以下 3 5

19年以下 0 6

21年以下 1 1

23年以下 0 0

25年以下 0 0

27年以下 0 0

29年以下 0 0

30年以下 0 0

無期 3 0

死刑 0 0

184 310
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（資料４）

うち
保護観察
言渡人員

（B)

割合
（B/A）
（％）

997              305              30.6             

575              317              55.1             

　　（注）１　刑事通常第一審事件票による実人員である。
　　　　　２  裁判官裁判とは，裁判官のみの合議体により審理され終局した事件のうち，
　　　　　　処断罪名が裁判員裁判対象事件（裁判員法２条１項各号）のものである。

特別資料３（保護観察率）

裁判員裁判
（制度施行～平成２４年３月末）

裁判官裁判
（平成１８年～平成２０年）

執行猶予
言渡人員

（A)

保護観察に付された割合（裁判官裁判，裁判員裁判別）

裁判官裁判

保護観察あり
 305
30.6%

保護観察なし
 692
69.4%

裁判員裁判

保護観察あり
 317
55.1%

保護観察なし
 258
44.9%



（資料５）

控訴審における主要罪名の終局人員及び結果別・破棄理由別人員（裁判官裁判・裁判員裁判別）

絶
対
的
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訴
理
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３
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７
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３
７
８
条

）
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９
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８
０
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８
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８
２
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９
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当

（
刑
訴
３
８
１
条

）

事
実
の
誤
認

（
刑
訴
３
８
２
条

）

判
決
後
の
情
状

（
刑
訴
３
９
３
条
２
項

）

そ
の
他

絶
対
的
控
訴
理
由

（
刑
訴
３
７
７
条
・
３
７
８
条

）

訴
訟
手
続
の
法
令
違
反

（
刑
訴
３
７
９
条

）

法
令
適
用
の
誤
り

（
刑
訴
３
８
０
条

）

量
刑
不
当

（
刑
訴
３
８
１
条

）

事
実
の
誤
認

（
刑
訴
３
８
２
条

）

判
決
後
の
情
状

（
刑
訴
３
９
３
条
２
項

）

そ
の
他

方
式
違
反
等

（
刑
訴
３
９
５
条

）

控
訴
理
由
な
し

（
刑
訴
３
９
６
条

）

方
式
違
反
等

（
刑
訴
３
８
５
条

）

控
訴
趣
意
書
不
差
出
し

（
刑
訴
３
８
６
条
１
項
１
号

）

控
訴
趣
意
書
不
適
式

（
刑
訴
３
８
６
条
１
項
２
号

）

控
訴
理
由
不
該
当

（
刑
訴
３
８
６
条
１
項
３
号

）

裁判官裁判
（平成18年～
平成20年）

2,455  431 (17.6) 5    5    10   129 49   207 17   -    -    -    -    8    -    -    -    1    -    -    2    -    -    -    6    -    1    4    -    -    2    1,738  -    1    -    -    -    12   271 -    

裁判員裁判
（制度施行～
平成24年
3月末）

758    51   (6.7) 2    1    -    6    1    37   -    -    -    -    -    1    -    -    -    -    -    -    2    -    -    -    1    -    -    -    -    -    -    605    -    -    -    -    -    6    96   -    

控訴審における主要罪名の終局人員に占める破棄理由別人員の割合（裁判官裁判，裁判員裁判別）

特別資料４（控訴審結果）

裁判官裁判

裁判員裁判

公
訴
棄
却
決
定

事
実
の
誤
認

（
刑
訴
３
８
２
条

）(

％

)

量
刑
不
当

（
刑
訴
３
８
１
条

）(

％

)

判
決
後
の
情
状

（
刑
訴
３
９
３
条
２
項

）

(

％

)

8.4

4.9

2.6

控
訴
審
終
局
人
員

破
棄
人
員

（
破
棄
率

（
％

）
）

移
送
・
回
付

有罪 有罪・一部無罪 無罪
破棄差戻し・同移送

控訴棄却
判決

控訴棄却
決定

公
訴
棄
却
判
決

破棄自判

取
下
げ

（注）  １　刑事控訴事件票による実人員である。
　　　　２　裁判官裁判とは，裁判官のみの合議体により審理され，終局した事件である。
　　　　３　控訴審における終局人員のうち，処断罪名などが現住建造物等放火，通貨偽造，偽造通貨行使，
　　　　　（準）強制わいせつ致死傷，（準）強姦致死傷，集団（準）強姦致死傷，殺人，傷害致死，危険運転致
　　　　　死，身代金拐取，拐取者身代金取得等，強盗致傷，強盗致死（強盗殺人），強盗強姦及び強盗強姦
　　　　　致死の１５罪名のものに限る。

0.5

5.3

0.8



（資料６） 

 

特別資料５（アンケート結果の推移） 

 

 

問３ 審理内容の理解しやすさの推移 ・・・・・・・・・・・・別紙１ 

問４ 法廷での説明等の分かりやすさ（検察官）の推移 ・・・・別紙２ 

問４ 法廷での説明等の分かりやすさ（弁護人）の推移 ・・・・別紙３ 

問４ 法廷での説明等の分かりやすさ（裁判官）の推移 ・・・・別紙４ 

問５ 法廷での手続全般について理解しにくかった理由の推移 ・別紙５ 

問６，７，１１の推移 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・別紙６ 

 

（注）１ 上記各問の番号は，それぞれ裁判員等経験者に対するアンケート調査結果報

告書（平成２３年度）中の問の番号に対応している。 

   ２ 平成２４年度分は２月末までの数値である。 

 



問３　審理内容の理解しやすさの推移 （別紙１）

審理内容の理解しやすさ（事件全体）

70.9

63.1

59.9

59.9

23.8

28.6

31.1

30.8

7.1

7.3

8.1

4.0

1.2

1.3

1.2

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成２１年

平成２２年

平成２３年

理解しやすかった 普通 理解しにくかった 不明

審理内容の理解しやすさ（自白事件）

73.8

67.7

64.5

66.9

22.4

26.6

29.0

27.6 4.6

4.6

5.0

2.8

0.9

1.5

1.2

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成２１年

平成２２年

平成２３年

理解しやすかった 普通 理解しにくかった 不明

審理内容の理解しやすさ（否認事件）

58.0

53.9

52.9

50.9

30.1

32.7

34.3

34.9

9.1

12.2

10.9

12.6 1.5

2.8

1.2

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成２１年

平成２２年

平成２３年

理解しやすかった 普通 理解しにくかった 不明

平成２４年
（２月末まで）

平成２４年
（２月末まで）

平成２４年
（２月末まで）



問４　法廷での説明等の分かりやすさ（検察官）の推移 （別紙２）

法廷での説明等の分かりやすさ（検察官・事件全体）

80.3

71.7

65.7

61.7

17.8

23.6

28.8

30.6

4.0

6.6

1.2

4.5

0.8

0.6

1.0

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成２１年

平成２２年

平成２３年

分かりやすかった 普通 分かりにくかった 不明

法廷での説明等の分かりやすさ（検察官・自白事件）

82.4

72.8

67.9

64.3

16.1

22.8

27.2

29.6 5.2

0.5

3.8

3.9

0.9

0.7

0.9

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成２１年

平成２２年

平成２３年

分かりやすかった 普通 分かりにくかった 不明

法廷での説明等の分かりやすさ（検察官・否認事件）

70.6

69.6

62.4

58.3

25.2

25.3

31.3

31.8

4.2

4.5

5.3

8.3

0.0

0.6

1.0

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成２１年

平成２２年

平成２３年

分かりやすかった 普通 分かりにくかった 不明

平成２４年
（２月末まで）

平成２４年
（２月末まで）

平成２４年
（２月末まで）



問４　法廷での説明等の分かりやすさ（弁護人）の推移 （別紙３）

法廷での説明等の分かりやすさ（弁護人・事件全体）

49.8

40.4

38.1

35.6

37.8

41.7

43.5

45.2

16.9

18.0

11.1

17.2

1.3

1.0

1.1

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成２１年

平成２２年

平成２３年

分かりやすかった 普通 分かりにくかった 不明

法廷での説明等の分かりやすさ（弁護人・自白事件）

52.7

45.7

44.1

44.1

35.9

41.1

42.3

42.3 12.5

10.0

12.1

12.5

1.4

1.0

1.1

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成２１年

平成２２年

平成２３年

分かりやすかった 普通 分かりにくかった 不明

法廷での説明等の分かりやすさ（弁護人・否認事件）

37.1

30.0

28.9

24.8

46.2

42.8

45.4

48.9

16.1

26.2

24.4

25.0

0.7

1.0

1.3

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成２１年

平成２２年

平成２３年

分かりやすかった 普通 分かりにくかった 不明

平成２４年
（２月末まで）

平成２４年
（２月末まで）

平成２４年
（２月末まで）



問４　法廷での説明等の分かりやすさ（裁判官）の推移 （別紙４）

法廷での説明等の分かりやすさ（裁判官・事件全体）

90.7

88.6

86.9

86.3

7.4

10.3

11.5

12.1

0.6

0.5

0.6

0.7

1.3

0.7

1.0

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成２１年

平成２２年

平成２３年

分かりやすかった 普通 分かりにくかった 不明

法廷での説明等の分かりやすさ（裁判官・自白事件）

91.5

88.7

87.4

87.8

6.6

10.2

10.9

10.6

0.5

0.4

0.7

0.5

1.4

0.7

1.0

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成２１年

平成２２年

平成２３年

分かりやすかった 普通 分かりにくかった 不明

法廷での説明等の分かりやすさ（裁判官・否認事件）

86.7

88.3

86.0

84.3

11.2

10.6

12.6

13.9

1.4

0.6

0.4

0.9

0.7

0.5

1.0

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成２１年

平成２２年

平成２３年

分かりやすかった 普通 分かりにくかった 不明

平成２４年
（２月末まで）

平成２４年
（２月末まで）

平成２４年
（２月末まで）



（別紙５）

法廷での手続全般について理解しにくかった理由（理由別）

※１　複数回答可
※２　「調書の朗読が長かった」という項目については，平成２４年１月より聴取を開始したものである。　

問５　法廷での手続全般について理解しにくかった理由の推移

11.5

0.0

2.0

13.2

3.7

23.7

15.0

0.0

4.3

17.1

4.4

25.0

15.9

0.0

4.9

17.8

4.1

25.3

16.0

10.8

3.1

18.4

2.2

26.1

事件の内容が複雑

調書の朗読が長かった

証拠や証人が多数

法廷で話す内容が分かりにくかった

審理時間が長かった

その他

21年 22年 23年 24年（2月末まで）

（％）

（証人や被告人が）

（21～23年は聴取項目なし）



問６，７，１１の推移 （別紙６）

問６　評議における話しやすさ

77.3

75.6

73.7

20.7

22.1

23.5

83.1 15.6
0.8

1.7

1.6

2.1

0.7

0.4

0.5

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成２１年

平成２２年

平成２３年

話しやすい雰囲気 普通 話しにくい雰囲気 不明

問７　評議における議論の充実度

75.8

71.4

71.5

72.1

7.1

7.4

7.8 19.0

5.9 17.3

19.7

20.1

1.2

1.0

1.4

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成２１年

平成２２年

平成２３年

十分に議論ができた 不十分であった わからない 不明

問１１　裁判員として裁判に参加した感想

57.0

55.5

55.2

55.4

39.7

39.7

40.3

39.9
2.1

2.2

2.5

1.8

0.9

1.0

0.5

1.0
0.6

0.6

0.4

0.1

1.0

0.8

0.8

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成２１年

平成２２年

平成２３年

非常によい経験と感じた よい経験と感じた あまりよい経験と感じなかった よい経験とは感じなかった 特に感じることはなかった 不明

平成２４年
（２月末まで）

平成２４年
（２月末まで）

平成２４年
（２月末まで）
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